
都道府県名

別紙様式第１　様式３－１

鳩山町では、町としての少子化対策（人口自然増）計画である「鳩山町子ども・子育て支援事業計画」を平成27年度に
策定、令和2年度から「第2期鳩山町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、計画的な取組を進めている。鳩山町で
も、夫婦共働きの家庭は増加傾向にあり、仕事と育児の両立のため、育児は父親・母親だけが行うものではなく、家族
や地域の子育て機関も連携して支援していく必要がある。
　鳩山町は様々な育児支援事業を実施しているが、近年の参加者は主に母親であり、父親の育児事業の参加は低い
傾向である。（子育てを主に行っている割合：主に母親48.4%、主に父親0%、夫婦ともに50.3%：鳩山町子ども子育て支援
事業計画ニーズアンケーと調査結果より）その要因として、様々な子育て支援事業に父親が参加しようとしても、地域
での父親同士のコミュニティが形成されていないため、参加するには敷居が高いと感じていると考えられる。また、父
親の子育て支援事業の参加数が少ないということは、町の子育て機関との接点も低く、父親が育児等の相談・情報共
有できる場も限られてきていると考えられる。そのため、父親も気軽に参加しやすい育児支援事業と場の提供、及び父
親と地域の育児支援機関の繋がりを形成する対応が急務となっている。
　また次代を担う子どもたちの健やかな成長を支える環境づくりや家庭・地域の教育力の向上に努め、新たな鳩山文
化を創造することも必要であり、子どもたちにとっては、健やかに育つ中で個性が輝き、夢を持つことができるまちづく
りを、そして地域社会にとって未来の地域社会の担い手となる子どもの育成に積極的に参加することが必要となってい
る。

令和元年度地域少子化対策重点推進事業(令和元年度補正予算)実施計画書（市町村分）

埼玉県

事 業 名 所要見込額
※(注)１

鳩山町育児を中心とした地域の絆づくり事業

市 町 村 名 鳩山町 自治体コード： 113484

市町村における少子化
対策の全体像及びその
中での本事業の位置付
け　※（注）３

鳩山町子ども・子育て支援事業計画においては、少子化対策に向け「基本目標２：いきいきと子どもを育てるまち」の
・地域における子育て支援の推進
・仕事と子育ての両立支援
・福祉的支援の充実等
の各種施策を掲げ、総合的に推進しているところである。本事業のうちワークライフ･バランスや男性の家事・育児参画
等の推進に資する多様交流の機会の提供に係るものについては、上記のうち「地域における子育て支援の推進」及び
「仕事と子育ての両立の支援」に位置づけられる。
　また、「鳩山町地域福祉推進プラン」には、「地域住民、福祉事業者・企業、社会福祉協議会、行政機関などがそれぞ
れの役割を果たしながら連携して、ともに支え合う地域福祉を実現する。」こととされており、本事業はこれも根拠として
実施するものである。
　鳩山町社会教育委員会議では、鳩山中学校の生徒が日頃、体験することの少ない赤ちゃんのふれあいを通して保
育や育児について学習し、乳幼児及びその親と相互に交流し、赤ちゃんのかわいらしさや命の大切さ、親への感謝の
気持ちを育むとともに、結婚についての機運醸成の機会を提供している。

390 千円

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標※（注）４

鳩山町子ども・子育て支援事業計画における数値は
・この地域で子育てをしたいと思う親の割合：平成27年93%、令和元年アンケート結果66.7％
・積極的に育児をしている父親の割合：平成27年50%、令和元年アンケート結果60％
補助事業実施数：1（3イベント）
参加目標人数（延べ）：530人
イベント参加者の意識変容、満足度等
・育児に積極的になった父親の割合　80%
・この地域で子育てをしたいと思う親の割合　95%
・地域の育児支援機関の周知度　80%

鳩山町の令和元年9月1日現在の住民基本台帳人口　13,692人（平成7年の18,037人から4,345人減少）
このような人口減少の状況のなか、その対策として「合計特殊出生率」の目標設定を行うとともに、その目標を達成す
るための施策（女性配偶率の向上など）に取り組むものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｈ22　  　R2　　 　R12　　　R22
合計特殊出生率　　　　　　　0.73　　　1.60　 　1.80　　  2.07
※女性配偶率の向上
※乳幼児と中学生のふれあい授業は従来から実施しているが、本年度は乳幼児の親から結婚・出産・育児等の体験
談を聞くことも新たに設けた。また、授業参加者、保護者から様々な感想、意見、要望等アンケートを文書でいただき、
その都度実行委員で反省会を行い、次回や翌年度の事業計画の参考資料とする。
　重要業績評価指標（ＫＰＩ）及び定量的成果目標について、令和元年度から関係機関、他市町村とアンケート内容等
を参考に検討する。

参考指標　※（注）５

※婚姻数、婚姻率、出生数、出生率等

婚姻数：29件（平成30年）
婚姻率：2.1（平成30年）
出生数：36人（平成30年）
出生率：2.6（平成30年）
合計特殊出生率：0.97%（平成29年度）

実 施 期 間 交付決定日 ～

地域の実情と課題（これま

での市町村における少子化対策の
取組全体及びその効果検証等から
浮かび上がった地域の実情と課題に

ついて記述）　※（注）２

令和3年3月31日



所要見込額

千円

千円

千円

90

個別事業名 所要見込額

１．自治体間連携を伴う取組に対する支援 所要見込額

２．子育てに寄り添う地域づくり支援 所要見込額

個別事業名 所要見込額

個別事業名 所要見込額

(注)
１「所要見込額」には、本交付金の対象経費支出予定額を記入すること。
２「地域の実情と課題」には、これまでの市町村における少子化対策の取組全体及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情と課題について記載すること。
３「市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付け」には、地域の実情及び課題を踏まえた、市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付けを記
載すること。特に、本事業により、地域の課題がどのように解決されるかについて記載すること。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、地域の実情及び課題を踏まえ設定した、市町村の少子化対策全体の重要業績評価指標（KPI)及び定量的成果目
標を達成予定時期を含め記載すること。また、各市町村は少なくとも令和元年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施し、都道府県にその結果を報告すること。
５「参考指標」には、各市町村の婚姻数、婚姻率、出生数、出生率のほか、その他参考となる指標を記載するとともに、毎年、その推移を報告すること。
６「上記「事業内容」について、「地方創生推進交付金」の申請の有無」は、地域少子化対策重点推進交付金との重複を排除するためのチェック欄です。（「無」が前提となります）
７　適宜参考となる資料を添付すること。

上記「事業内容」について、
「地方創生推進交付金」の
申請の有無※（注）６

無

個別事業名 所要見込額

３．優良事例の横展開支援 所要見込額

個別事業名 鳩山町育児を中心とした地域の絆づくり事業 所要見込額

個別事業名 中学生と乳幼児及びその親とのふれあい事業 所要見込額

事業内容

所要見込額

千円

個別事業名 所要見込額

千円

個別事業名

個別事業名

千円

個別事業名

個別事業名

所要見込額

0

0

千円

千円

千円

千円

千円

390 千円

300 千円

所要見込額 千円

所要見込額 千円個別事業名


